
 

第３項 災害医療 
 

１．現状と課題 

（（１１））災災害害医医療療提提供供体体制制のの強強化化  

○ 本県では、県災害医療コーディネーター①を 14 人、地域災害医療コーディネーター②を

29 人、災害薬事コーディネーター③を 57 人養成しています。災害発生時は、保健医療調

整部門④において、県内外から参集した災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）⑤などの医療チ

ームや災害支援薬剤師について、受入れや被災地への派遣など、医療救護活動に関する

全県的なコーディネートを行ってきました。この体制を維持していくため、引き続き養

成を進めていくことが必要です。 

○ ＤＭＡＴについて、国の養成研修を活用し、チーム数の増加を進めているところです

が、前計画の目標チーム数に達しておらず、更なる養成が必要です。 

また、新興感染症発生・まん延時における役割として、クラスターが発生した医療施設

等での業務継続支援等を担うこととされました。また、関係法令の改正⑥により、都道府

県は派遣協定の締結及びＤＭＡＴの研修・訓練の支援を行うこととされました。感染症

発生・まん延時に対応できるＤＭＡＴを養成するとともに、感染症発生・まん延時に派

遣できる体制の整備が必要です。 

○ 災害時は、県医師会（ＪＭＡＴ⑦）、県薬剤師会（災害薬事コーディネーター）、県看護

協会（災害支援ナース⑧）、県歯科医師会（災害歯科コーディネーター⑨、ＪＤＡＴ⑩）等

の関係団体との円滑な連携が重要となるため、更なる連携の強化が必要です。 

○ 南海トラフ等の大規模災害に備え、患者の空路搬送や大規模災害時に必要となる広域

医療搬送については、航空搬送拠点臨時医療施設（ＳＣＵ）⑪の設置や運用など具体的な

体制等の整備が必要です。 

 
① 県災害医療コーディネーターとは、災害時に県庁に出務し、県全体の医療チームの配置調整や傷病者の受入先の調整等
を行う医師のことです。 

② 地域災害医療コーディネーターとは、災害時に保健所等に出務し、保健所管轄区域内の医療チームの配置調整や傷病者
の受入先の調整等を行う医師のことです。 

③ 災害薬事コーディネーターとは、災害時に災害医療コーディネーターの総合的な指示のもと、医薬品等の供給や薬剤師
班の派遣等の調整を行う薬剤師のことです。また、災害支援薬剤師（災害薬事コーディネーターの指示のもと、被災地域等
において医薬品の供給等を行う薬剤師）も養成しています。 

④ 保健医療調整部門は、災害時に医療救護に関する情報共有や活動方針等を調整するため、県災害対策本部内に設置され
ます。令和２年７月豪雨時は、「保健医療調整本部」の名称で、令和５年４月１日に名称の変更を行っています。 

⑤ 災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）とは、Disaster Medical Assistance Team の略で、大地震及び航空機・列車事故とい
った大規模災害の急性期に、被災地に迅速に駆けつけ、救急治療を行う専門的な訓練を受けたチームのことです。 

⑥ 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律等の一部を改正する法律（令和４年法律第 96 号）。 
⑦ 日本医師会は、災害時に、被災地の医師会からの要請に基づき、都道府県医師会ごとに編成される日本医師会災害医療チ

ーム（ＪＭＡＴ）を派遣し、ＪＭＡＴは、避難所等での診療、健康管理活動などを行います。 
⑧ 災害支援ナースとは、国（厚生労働省）が実施する災害支援ナース養成研修を修了し、登録された看護職のことです。 

 被災地での避難所及び医療機関等での災害支援に加え、新興感染症対応なども行います。 
⑨ 災害歯科コーディネーターは、災害医療コーディネーターの総合的な指示のもと、災害時歯科保健医療活動及び歯科医

療救護に関する支援策の立案及び実施、県外からの支援を効率的かつ効果的に受け入れるための受援体制の整備等を行い
ます。 

⑩ 日本歯科医師会は、災害時に、被災地域の都道府県の派遣要請を踏まえた厚労省からの要請に基づき、日本災害歯科支援

チーム（ＪＤＡＴ）を派遣し、ＪＤＡＴは、避難所等での口腔衛生を中心とした公衆衛生活動の支援等を行います。 
⑪ 航空搬送拠点臨時医療施設（ＳＣＵ）とは、Staging Care Unit の略で、大規模災害時の航空機による広域医療搬送や地

域医療搬送に際し、患者の症状の安定化や搬送を行う救護所として、被災地域及び被災地域外の空港や自衛隊基地などに

設置される施設のことです。 
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（（２２））災災害害拠拠点点病病院院をを中中心心ととししたた体体制制のの強強化化  

○ 本県では、災害医療を提供する上で、県全域で中心的な役割を担う基幹災害拠点病院⑫

１施設と、各地域で中心的な役割を担う地域災害拠点病院⑬14 施設を指定しています。 

○ 災害時に地域の診療機能を維持し、又は早期に回復するため、災害拠点病院を中心とし

た医療機関の連携体制を強化する必要があります。 

○ 広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）⑭は災害時の迅速かつ適切な医療救護活

動に活用されるものであり、現在、県内全ての病院のＥＭＩＳ登録を完了し、保健所等が

操作研修・訓練を行っています。災害時に即座に医療機関の情報を相互に収集・提供でき

る環境を引き続き維持するためにも、保健所等が実施する研修・訓練を継続して行うこと

が必要です。 

○ 被災後、早期に診療機能を回復するためには、ＢＣＰを整備する必要があります。災害

拠点病院では整備が完了していますが、病院全体としては未だ整備が充分に進んでいな

い状況（表１参照）であるため、整備を促進する必要があります。 

 【表１】 

ＢＣＰを整備している病院 158 施設中 85 施設（令和３年８月現在） 

うちＢＣＰを整備している災害拠点病院 15 施設中 15 施設（令和３年８月現在） 
熊本県医療政策課調べ 

※R3 年度調査時、病院総数 208 に対し、回答数が 158 であったため回答数を母数としています。 

 

○ 浸水想定区域や津波災害警戒区域に所在する病院では、災害時の診療継続が可能とな

るように止水板の設置や自家発電機の高所移設等水害等に備えた対策が求められており、

浸水対策への取組が必要です。 

（（３３））災災害害時時のの精精神神保保健健医医療療提提供供体体制制のの整整備備  

○ 平成２８年熊本地震の際には、県内の精神科医療機関が多数被災したことに加えて、災

害時の精神保健医療の提供に関する体制が未整備だったことから、県外のＤＰＡＴの支

援を中心に対応しました。その後、本県でも平成 29 年（2017 年）６月に「熊本ＤＰＡＴ」

を正式に発足させ、災害時の精神保健医療の提供に関する体制等の整備を行いました。ま

た、令和２年７月豪雨の際は、発災直後から被災地域の精神保健医療ニーズの把握を行い、

関係機関と連携し、精神科医療の提供と精神保健活動の支援を行いました。 

（（４４））備備蓄蓄医医薬薬品品のの適適正正管管理理・・医医薬薬品品等等のの供供給給体体制制及及びび生生活活衛衛生生環環境境のの確確保保 

○ 災害時の初動医療に必要となる医薬品等については、98 品目・約 4,000 人分を県内４

か所に分散して備蓄しています。また、県薬剤師会と連携し、モバイルファーマシー⑮を導

 
⑫ 基幹災害拠点病院とは、地域災害拠点病院の機能、県全域の災害拠点病院の機能を強化するための訓練・研修機能を有す

る病院であり、県が災害時の医療体制を確保するため指定した病院のことです。 
⑬ 地域災害拠点病院とは、災害時に多発する重篤救急患者の救命医療を行うための高度の診療機能、被災地からのとりあ

えずの重症傷病者の受入れ機能、ＤＭＡＴ等の受入れ・派遣機能、傷病者等の受入れ及び搬出を行う広域搬送への対応機

能、地域の医療機関への応急用資機材の貸出し機能を有し、県が指定した病院のことです。 
⑭ 広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）とは、Emergency Medical Information System の略で、災害時の迅速か

つ適切な医療救護活動を支援するため、医療機関の被害情報や患者受入れ情報をはじめ、診察状況など災害医療に関する

情報を収集・提供し、行政や医療関係機関等と共有するシステムのことです。 
⑮ モバイルファーマシーとは、調剤・冷蔵・蓄発電・通信設備等を搭載し、ライフラインの途絶えた被災地でも自立的に調

剤や医薬品の供給を行うことができる災害対策医薬品供給車両です。 
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入するとともに、関係団体⑯と協力し、災害時の提供体制を整備しています。 

令和２年７月豪雨の際には、備蓄医薬品の提供に加えて、県薬剤師会と連携し、モバイ

ルファーマシーや災害支援薬剤師を被災地に派遣し、医薬品等の供給のみならず避難所等

における感染症まん延防止の取組、生活衛生環境確保に資するため、換気状態の把握（Ｃ

Ｏ２濃度の測定）、消毒薬の適正使用によるトイレなどの施設の衛生管理等を行いました。

また、新型コロナウイルス感染症のまん延防止のため、他県からの災害支援薬剤師の受入

れが困難な状況だったことを踏まえ、今後も、災害薬事コーディネーターや災害支援薬剤

師の養成を続ける必要があります。 

（（５５））災災害害時時のの保保健健活活動動体体制制のの整整備備  

○ 災害時には、被災状況に応じて保健師等チームを被災地に派遣し、保健活動の支援を行

います。熊本地震の際には、被災地の情報集約や支援・受援に係る体制の整備が進んでお

らず、被災地のニーズに対応した支援を十分に行うことができませんでした。 

○ このような課題を踏まえ、国において、災害時健康危機管理支援チーム（ＤＨＥＡＴ）⑰

が制度化され、これまでに、本県から他県へＤＨＥＡＴを派遣するとともに、令和２年７

月豪雨の際には、他県へＤＨＥＡＴの派遣を要請し、被災保健所の業務支援を行いました。

今後も、ＤＨＥＡＴの資質向上、技能向上が必要です。 

（（６６））災災害害時時ののリリハハビビリリテテーーシショョンン体体制制のの整整備備  

○ 災害時の高齢者等の生活不活発病対策として、熊本地震や令和２年７月豪雨の際には、

県災害リハビリテーション推進協議会（ＪＲＡＴ）⑱や復興リハビリテーションセンター

からリハビリ等専門職が派遣され、避難所や仮設住宅における生活環境の調整や介護予

防活動等の災害リハビリテーション活動を実施しました。 

  

２．⽬指す姿 

○ 災害の経験を踏まえ、全県及び地域での災害医療コーディネート機能を強化するとと

もに、災害拠点病院を中心とした連携体制の整備等を行います。また、大規模災害や局地

災害が発生した場合、県内の関係機関が連携して、発災直後から被災地の診療機能が回復

するまで、県民に対し切れ目なく必要な医療を提供できる体制を整えます。 

 

 

 
 

 
⑯ 本県は、熊本県薬剤師会、熊本県医薬品卸業協会、日本医療用ガス協会熊本県支部、熊本県医療機器協会、熊本県歯科用

品商組合、熊本県製薬協会、熊本県医薬品登録販売者協会、熊本県医薬品配置協会と災害時の医薬品等の供給に関する協

定を締結しています。 
⑰ 災害時健康危機管理支援チーム（ＤＨＥＡＴ）とは、Disaster Health Emergency Assistance Team の略で、一定規模

以上の災害が発生した際に、被災都道府県庁の保健医療福祉調整本部及び保健所が担う指揮・総合調整機能等を支援する

ため、専門的な研修・訓練を受けた都道府県等の職員により構成される応援派遣チームです。 
⑱ 日本災害リハビリテーション支援協会（ＪＲＡＴ）とは、Japan Disaster Rehabilitation Assistance Team の略で、県

災害リハビリテーション推進協議会は地域ＪＲＡＴとなります。災害時は、リハビリ専門職等がチームを組み、災害のフ

ェーズに合わせて、リハビリテーショントリアージや生活不活発病予防、健康支援等を行います。 
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３．施策の⽅向性 

これまでの本県における災害の経験を踏まえた内容としています。 

（（１１））災災害害医医療療提提供供体体制制のの強強化化  

・ 医療救護活動に関する県全体及び地域のコーディネート機能を強化するため、国の行う

研修等を活用し、県災害医療コーディネーター及び地域災害医療コーディネーターの養

成を推進するとともに熊本大学病院等と連携し、医療チームの受入れや派遣、市町村等の

関係機関との連携・情報共有等を行う体制を強化します（体制については「６．災害医療

連携体制図」参照）。 

・ 災害時の関係団体との連携を強化するため、各専門分野の医療救護担当者が災害医療コ

ーディネーターの総合的な指示のもとで医療救護活動を行う体制を強化します。また、各

団体の担うべき役割を明確にし、必要に応じて、医療救護に関する協定の見直し等を行い

ます。 

・ ＤＭＡＴの機能強化を図るため、ＤＭＡＴ指定病院⑲を中心に国の研修を活用し、ＤＭ

ＡＴの養成及び新興感染症に対応できる人材の育成を推進するとともに、ＥＭＩＳ操作

や衛星電話による情報伝達等の研修・訓練を実施します。また、災害発生時に医療救護活

動に必要な診療・調剤等の患者情報を共有し、適切な医療を提供するため、「くまもとメ

ディカルネットワーク」の構築を推進します。 

・ 大規模災害時に空路搬送を迅速に行うため、ドクターヘリ等による空路搬送体制を強化

するとともに、広域医療搬送に必要となるＳＣＵの設置場所や運営方法、関係機関との連

絡体制等を整備します。また、災害時の仮設診療所の設置や被災した病院施設の補完等を

行うための医療コンテナ⑳の導入等について検討します。 

（（２２））災災害害拠拠点点病病院院をを中中心心ととししたた体体制制のの強強化化 

・ 災害時に地域の診療機能を維持し、又は早期に回復するため、災害拠点病院を中心とし

た医療機関の連携体制を強化するとともに、全ての病院に対してＢＣＰの作成及びそれ

に基づく研修や訓練の実施を促進します。 

・ 災害拠点病院が行う機能強化については、国庫補助制度等を活用し、施設や設備などの

必要な整備を支援します。 

・ 災害時に医療機関が適切かつ相互に情報を収集・提供できるよう、各地域で研修を実施

するなど、ＥＭＩＳの操作の習熟度を高め、その活用を促進します。 

・ 浸水想定区域や津波災害警戒区域に所在する病院の、災害時の診療継続が可能となるよ

う止水板の設置や自家発電機の高所移設等浸水対策への取組を促進します。 

（（３３））災災害害時時のの精精神神保保健健医医療療提提供供体体制制のの整整備備  

・ 災害時の精神保健医療提供体制を整備するため、平成 29 年（2017 年）６月に発足した

「熊本ＤＰＡＴ」についてチーム数の増加や研修の実施により体制を強化します。また、

令和４年（2022 年）３月には、３つの災害拠点精神科病院を指定しました。今後も継続

 
⑲ ＤＭＡＴ指定病院とは、ＤＭＡＴを保有し、ＤＭＡＴ派遣に関する本県からの協力依頼を受諾した病院のことです。令和

５年４月現在、17 施設を指定しています。 
⑳ 医療コンテナとは、コンテナ内で医療行為が行えるよう医療資機材を搭載し、医療機能を運搬可能にしたコンテナのこ

とです。現場において組立・設置を行う「設置型」と、車輪と一体のトレーラーシャーシ型である「移動型」に大別されま

す。 
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して、関係機関との連携体制を強化します。 

・ 災害拠点精神科病院については、被災後、早急に診療機能を回復できるよう、ＢＣＰの

作成及びそれに基づく研修や訓練の実施を促進します。 

（（４４））備備蓄蓄医医薬薬品品のの適適正正管管理理・・医医薬薬品品等等のの供供給給体体制制及及びび生生活活衛衛生生環環境境のの確確保保 

・ 災害時に適切に医薬品等を提供するため、適宜、備蓄医薬品等の品目の見直しを行うと

ともに、災害薬事コーディネーター及び災害支援薬剤師の養成を推進し、研修や訓練、協

定の見直し等を通じて、医薬品供給や避難所等における感染症予防のための衛生管理体

制の整備など、関係団体の役割分担・連携体制を強化します。 

・ 熊本県薬剤師会が備えるモバイルファーマシーについて、研修や訓練を通じて災害時に

備えるとともに、その活動を支援します。 

（（５５））災災害害時時のの保保健健活活動動体体制制のの整整備備  

・ 平時から災害時保健活動に備えるため、災害時保健活動に係る市町村担当者一覧を作成

するとともに、熊本県災害時保健活動マニュアル等を活用し行政保健師を対象とした研

修や訓練を実施します。 

・ 被災地のニーズに応じた支援が出来るように、情報集約体制や支援・受援体制を整備し、

県内における職員の派遣調整や、県外から派遣されるＤＨＥＡＴや保健師等チームの受

入れを行います。 

（（６６））災災害害時時ののリリハハビビリリテテーーシショョンン体体制制のの整整備備 

・ 災害時に避難所や仮設住宅などへのＪＲＡＴによるリハビリテーション専門職の派遣

等に係る体制を速やかに整備するため、多職種連携による災害時から平時までの地域リ

ハビリテーション体制の強化や、研修会等を通じて人材育成に取り組みます。 
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４．評価指標 

指標名 現状 目標 指標の説明・目標設定の考え方 

① 被災した状況を想

定した、県保健医

療調整部門と関係

機関等との実動訓

練の実施回数 

０回 

（令和３年） 

毎年１回 

（令和 11 年） 

関係者間で顔の見える関係を構築

し、災害時にも迅速に対応できるよ

う、連携訓練を毎年１回は実施す

る。 

② ＤＭＡＴのチーム

数 

35 チーム 

（令和４年） 

 

 

45 チーム 

（令和 11 年） 

国主催のＤＭＡＴ養成研修の受講

枠を最大限に確保し、チーム数を毎

年２チーム程度増加させる。 

③ 被災した状況を想

定した災害実動訓

練を実施した災害

拠点病院の割合 

86.7％ 

(令和５年) 

100％ 

(令和 11 年) 

平時からの災害に備えるために、毎

年全ての災害拠点病院の実施を目

指す。 

④ 病院における業務

継続計画の策定率 

53.8％ 

(令和３年) 

100％ 

(令和 11 年) 

災害発生時の早期の診療回復のた

めに全ての病院が策定済みである

ことを目指す。 

⑤ ＥＭＩＳの操作を

含む研修・訓練に

参加している病院

の割合 

93.3％ 

(令和４年) 

100％ 

(令和 11 年) 

保健所等が実施するＥＭＩＳの操

作研修・訓練に毎年県内全ての病院

が参加することにより、ＥＭＩＳの

習熟度を高める。 

⑥ ＤＰＡＴのチーム

数 

22 チーム 

(令和５年) 

28 チーム 

(令和 11 年) 

単一病院で構成されているＤＰＡ

Ｔチーム数を毎年１チーム程度増

加させる。 
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５．災害医療圏 

  県全体を災害医療圏とします。 
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６．災害医療連携体制図 

○○  医医療療提提供供体体制制図図  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

○○  医医療療救救護護のの推推移移  

  

  

  

  

  

  

  

             
㉑ 全国知事会は、災害時に、被災県からの要請に基づき、都道府県ごとに編成される都道府県救護班を派遣し、都道府県救

護班は、避難所等での診療、健康管理活動などを行います。 
㉒ 日本赤十字社は、災害時に、発災直後から都道府県支部ごとに編成される日赤救護班を派遣し、日赤救護班は、救護所の

設置、避難所等での診療、こころのケア活動などを行います。 
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番
号

番
号

番
号

1 1 1

指標
・災害医療コーディネーター数

指標

・災害時小児周産期リエゾン任命者数
・被災した状況を想定した、県保健医療調
整部門と関係機関等との実動訓練の実施
回数※

指標 ―

2

指標
・DMATチーム数※
・DMAT感染症研修を受講した
DMAT隊員の隊員数及び割合

1 1

指標

・病院におけるBCPの策定率※
・広域災害・救急医療情報システ
ム（EMIS)への登録率
・EMIS研修訓練参加病院の割合
※
・浸水想定区域や津波災害警戒
区域に存在する病院において浸水
対策を講じている病院の割合

指標

・被災した状況を想定した災害実動訓練を
実施した災害拠点病院の割合※
・災害時の関係機関等との地域のコーディ
ネート機能に係る訓練の実施回数

1 1

指標

・DPATのチーム数※
・災害拠点精神科病院数
・災害拠点精神科病院における
BCP策定率

指標
・被災した状況を想定した、県保健医療調
整部門と関係機関等との実動訓練の実施
回数※

1 1

指標
・災害薬事コーディネーターの養
成人数

指標

・被災した状況を想定した、県保健医療調
整部門と関係機関等との実動訓練の実施
回数※
・災害薬事コーディネーターの養成・資質向
上のための研修会の実施回数

1 1

指標 ・研修会や訓練の開催回数 指標
・被災した状況を想定した、県保健医療調
整部門と関係機関等との実動訓練の実施
回数※

1 1

指標 ・研修会の開催回数 指標
・被災した状況を想定した、県保健医療調
整部門と関係機関等との実動訓練の実施
回数※

行政保健師等を対象とした研修や訓練の
実施

災害時の保健活動体制の整備

JRAT等と連携した研修の実施 災害時リハビリテーション体制の整備

DMAT等の養成・機能強化

災害拠点病院及び災害拠点病院以外の病
院における研修や訓練の実施

災害拠点病院を中心とした体制の強化

DPATの養成及び研修や訓練の実施 災害時の精神保健医療体制の整備

災害薬事コーディネーター等の養成及び研
修や訓練の実施

備蓄医薬品の適正管理・医薬品等の供給体制及び
生活衛生環境の確保

第３章第３節第３項　災害医療
C　個別施策 B　中間アウトカム A　分野アウトカム

災害医療コーディネーターの養成 災害医療提供体制の強化
災害時に県民へ切れ目ない医療を提供
できる体制の確保
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数値
全国
順位

熊本・上益城 宇城 有明 鹿本 菊池 阿蘇 八代 芦北 球磨 天草

災害時

に拠点

となる病

院

災害時

に拠点

となる病

院以外

の病院

S

病院の耐震化率

（災害時に拠点となる病

院）

病院の耐震改
修状況調査
（国調査）

R4.9.1
（毎年）

94.6 93.3 - 100 100 50 100 100 100 100 100 100 100 %

災害時

に拠点

となる病

院

災害時

に拠点

となる病

院以外

の病院

S
病院の耐震化率

（すべての病院）

病院の耐震改
修状況調査
（国調査）

R4.9.1
（毎年）

78.7 74.8 - %

災害時

に拠点

となる病

院

S
複数の災害時の通信手段

の確保率

災害拠点病院
現況調査（国
調査）

R4.4.1
（毎年）

94.4 73.3 - %

災害時

に拠点

となる病

院

S

多数傷病者に対応可能

なスペースを有する災害拠

点病院の割合

災害拠点病院
現況調査（国
調査）

R4.4.1
（毎年）

75.5 80 - %

調査名
調査年
（調査周
期）

全国
熊本県 二次保健医療圏ごと

調査の詳細 データ

単
位

評価
指標
として
使用

第８次熊本県保健医療計画　現状把握のための指標一覧

（災害医療）

病期
・

医療
機能

Ｓ
Ｐ
Ｏ

重点
●

指標名
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数値
全国
順位

熊本・上益城 宇城 有明 鹿本 菊池 阿蘇 八代 芦北 球磨 天草
調査名

調査年
（調査周
期）

全国
熊本県 二次保健医療圏ごと

調査の詳細 データ

単
位

評価
指標
として
使用

病期
・

医療
機能

Ｓ
Ｐ
Ｏ

重点
●

指標名

災害時

に拠点

となる病

院以外

の病院

S ●

広域災害・救急医療情報

システム（EMIS)への登

録率

都道府県調査
R3.4.1
（毎年）

- 100 - 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 ％

療養支

援
S DMATのチーム数

DMAT指定医
療機関調査
（国調査）

R5.4.1
（毎年）

1754
（総数）

35 - 17 1 4 1 3 1 2 2 2 2
チ
ー
ム

○

療養支

援
S

DMATのチームを構成する

医療従事者数

DMAT指定医
療機関調査
（国調査）

R5.4.1
（毎年）

15,817
（総数）

181 - 83 8 21 7 14 7 13 8 8 12 人

療養支

援
S DPATのチーム数 都道府県調査

R5.3.31
（毎年）

- 23 -
チ
ー
ム

○

療養支

援
S

DPATのチームを構成する

医療従事者数
都道府県調査

R4.4.1
（毎年）

- 129 - 人

都道府

県
S

DMAT感染症研修を受講

したDMAT隊員の隊員

数・割合

都道府県調査
R4

（毎年）
25.6 31.9 - ％

都道府

県
S

都道府県災害医療コー

ディネーター任命者数及び

地域医療コーディネーター

の任命者数

都道府県調査
R5.4.1
（毎年）

2,007
（総数）

42 - 18 3 4 3 2 2 3 2 3 2 人

災害時

に拠点

となる病

院

災害時

に拠点

となる病

院以外

の病院

P ●

EMISの操作を含む研修・

訓練を実施している病院

の割合

都道府県調査
R4.4.1
（毎年）

92 93.3 - ％ ○
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数値
全国
順位

熊本・上益城 宇城 有明 鹿本 菊池 阿蘇 八代 芦北 球磨 天草
調査名

調査年
（調査周
期）

全国
熊本県 二次保健医療圏ごと

調査の詳細 データ

単
位

評価
指標
として
使用

病期
・

医療
機能

Ｓ
Ｐ
Ｏ

重点
●

指標名

災害時

に拠点

となる病

院

災害時

に拠点

となる病

院以外

の病院

P ●

EMISの操作を含む研修・

訓練を実施している病院

の割合

都道府県調査
R4

（毎年）
97.6 100 - ％

災害時

に拠点

となる病

院

災害時

に拠点

となる病

院以外

の病院

療養支

援

P ●

災害時の医療チーム等の

受入を想定し、都道府県

災害対策本部、都道府

県医療本部で関係機関

（消防、警察、保健所、

市町村等）、公共輸送

機関等との連携の確認を

行う災害訓練の実施回数

都道府県調査
R5.3.31
（毎年）

27
総数

1 - 回 ○

災害時

に拠点

となる病

院

災害時

に拠点

となる病

院以外

の病院

療養支

援

P ●

災害時の医療チーム等の

受入を想定し、関係機

関・団体と連携の上、保健

所管轄区域や市町村単

位等で地域災害医療対

策会議のコーディネート機

能の確認を行う災害訓練

の実施回数

県独自調査
（HC取組実
績）

R5.3.31
（毎年）

55
（総数）

17 - 回
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数値
全国
順位

熊本・上益城 宇城 有明 鹿本 菊池 阿蘇 八代 芦北 球磨 天草
調査名

調査年
（調査周
期）

全国
熊本県 二次保健医療圏ごと

調査の詳細 データ

単
位

評価
指標
として
使用

病期
・

医療
機能

Ｓ
Ｐ
Ｏ

重点
●

指標名

災害時

に拠点

となる病

院

災害時

に拠点

となる病

院以外

の病院

療養支

援

P ●

広域医療搬送を想定し、

都道府県災害対策本

部、都道府県医療本部で

関係機関（消防、警察

等）、公共輸送機関等と

の連携の確認を行う災害

訓練の実施箇所数及び

回数

都道府県調査
R3

（毎年）
17

（総数）
0 - 回

災害時

に拠点

となる病

院

P ●

被災した状況を想定した

災害実働訓練を実施した

病院の割合

災害拠点病院
現況調査（国
調査）

R5.4.1
（毎年）

85.6 86.7 - ％ ○
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